
 

１．事業主拠出金制度の拡充により、以下の事業を推進する。 
① 企業主導型保育事業（運営費） 

    ・ 事業所内保育を主軸とした企業主導型の多様な保育サービスの支援。 
    ・ 既存の事業所内保育所の活用によるサービス拡大の支援。 

 

② 企業主導型保育事業（整備費） 
    ・ ①に係る整備費、改修費の支援。 

 

③ 企業主導型ベビーシッター利用者支援事業 
  （ベビーシッター利用の際の費用補助。１回当たり補助額 ２，２００円。企業負担あり） 
 

④ 病児保育普及促進事業 
    ・ 病児保育事業を普及するため、必要となる施設・設備整備費の支援。 
    ・ 体調不良児等を保育所等から拠点施設に送迎して病児保育する事業の支援。 
 

２．１．の事業に要する費用に充てるため、拠出金率の上限を０．２５％に引上げ（現行に＋０．１％）、法定する。 

拠出金率の引上げは段階的に実施することとし、平成２８年度は０．２０％（＋０．０５％）、平成２９年度は 
０．２３％（＋０．０８％）、平成３０年度以降は実施状況を踏まえ、協議の上決定とする。 
 

３．拠出金制度は、企業の自主的な取組に対し補助することとし、以下の点に留意して制度設計する。 
    ・ 多様な規模、多様な産業の企業が参加しやすいものとする。 
    ・ 身近な地域でも利用しやすくするなど、労働者が利用しやすいものとする。  
    
４．企業主導型保育事業による受け皿拡大は、基本的に平成２９年度末までに必要となる５万人程度を上限 
  とする。 
 

  ５．これらの事業について、各年度の実績やそれらの「見える化」等を踏まえつつ、事業間の配分、事業内容の 
改善等について、経済団体の意見を反映できる仕組みとするための協議の場を設ける。 

  
 

事業主拠出金制度の見直しによる企業主導型保育の推進  
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施　策
平成２８年度

予算案

企業主導型保育事業（運営費）
【新規】

３０８.７億円

企業主導型保育事業（整備費）
【新規】

４８７.８億円

企業主導型ベビーシッター利用者
支援事業
【新規】

３.８億円

病児保育普及促進事業
【一部新規】

２６.７億円

８２７.１億円合　　　　　計

平成２８年度は、事業実施に必要
な所要額を踏まえ、現行の拠出金
率を＋０．０５％（８００億円
強）引き上げる。

概　要

・女性の就業率上昇が更に進むことを念頭に、待機児童解消加速化プラン
に基づく平成29年度末までの受け皿整備の目標を前倒し・上積みし、40万
人分から50万人分整備することとした。
・事業所内保育を主軸とした企業主導型の多様な就労形態に対応した保育
サービスの拡大を支援する仕組みを創設し、運営に係る経費及び約５万人
の受け皿整備に伴う整備費、改修費の一部を支援する。

・多様な働き方をしている労働者を念頭に、子育てしやすい環境づくりの
ため、様々な時間帯に働いている家庭のベビーシッター派遣サービスの利
用を促し、仕事と子育ての両立支援による離職の防止、就労の継続、女性
の活躍等を推進する。
・残業や夜勤等の多様な働き方をしている労働者等が、低廉な価格（補助
額2,200円：双生児の場合は加算）でベビーシッター派遣サービスを就労の
ために利用できるよう支援する。

・病児保育事業を実施するために必要となる施設・設備整備等に係る費用
を補助する。
・必要となる施設の改修費、整備費。
・拠点施設に看護師等を配置し、保育所等において保育中に体調が悪く
なった体調不良児を送迎し病児保育するために必要となる看護師雇上費等
を補助する。

備　考

事業主拠出金を活用した事業について 
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◎ 保育の受け皿拡大を進めているが、女性の就業率上昇等に伴う潜在需要の顕在化に対応するため、受け皿拡大を更に加速 
   させる必要がある。 
◎ 今後、女性の就業率上昇が更に進むことを念頭に、待機児童解消加速化プランに基づく平成29年度末までの受け皿整備の   
   目標を前倒し・上積みし、40万人分から50万人分整備することとした。 
◎ 事業所内保育を主軸とした企業主導型の多様な就労形態に対応した保育サービスの拡大を支援する仕組みを創設する。 
◎ 運営費の他、施設整備費として１５１．８億円、改修費として３３６億円を計上。 
※ 運営費の補助単価については、子ども・子育て支援新制度の各種単価を参考に設定。 

多様な就労形態に対応した
延長保育、夜間保育、休日
保育等多様な預かりを必要
に応じて実施 

○ 設置に市区町村の関与なし 
○ 利用も直接契約 
○ 地域枠設定も自由 
○ 複数企業の共同利用も自由 

Ｃ社枠 

地域 
枠 

※設定
は自由 

地域住民 

Ａ社枠 

― 企業主導型保育事業 ― 

Ｂ社枠 

Ｂ社 

Ｃ社 

Ａ社 

▼週２日程度就労など、
多様な就業形態に対応し
た保育サービス  

▼地域の保育所等に入所する
までの間など、必要とする 
期間に応じた柔軟な受け入れ 
  ⇒継続就業を促進 

○ 柔軟な人員配置 
○ 多様な勤務形態に対応した多様な保育 
   サービスも可能 
○ 整備費・運営費を補助 

本事業の特徴 

Ｃ社枠 

Ａ社枠 

― 企業主導型保育事業 ― 

Ｂ社枠 
一定期間の利用 

一定期間の利用 

一定期間の利用 

Ｃ社枠 

Ａ社枠 

― 企業主導型保育事業 ― 

Ｂ社枠 
週２日程度利用 

週２日程度利用 

週２日程度利用 

週２日程度勤務
のパート職員 

など 

育児休業明けの
職員など 

企業主導型保育事業（仕事・子育て両立支援事業費補助金） 
【平成２８年度内閣府年金特別会計予算案：７９６．５億円（運営費：３０８．７億円 整備費：４８７．８億円）】 

新 
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認可保育所等に入所するまでの一定期間受け入れ 

▼ 既存の事業所内保育所で空き定員（自社の従業員だけでは利用者が埋まらない枠）を有効利用可能とする。 

▼ 他社の従業員の子ども等が利用した場合の運営費を補助する。 

▼ 利用は直接契約とする。 

▼ 各企業との連携やマッチングをコーディネート。 

▼ 広域的な利用が可能。 

◎ 既存の事業所内保育施設では、自社の従業員のみでは運営が安定しない、企業の持ち出しとなる 
  ケースも多いことから、企業主導型保育事業では、既存の事業所内保育施設の空き定員を有効 
  利用する事業に対しても補助を行う。 

 ■ 事業所内保育有効利用支援について 
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＜事業内容＞ 

 残業や夜勤等の多様な働き方をしている労働者等が、低廉な価格（補助額2,200円：双生児の場合は加算）でベビー
シッター派遣サービスを就労のために利用できるよう支援する。 

＜利用条件＞ 

 ・企業負担 大企業１０％ 中小企業５％ 

 多様な働き方をしている労働者を念頭に、子育てしやすい環境づくりのため、様々な時間帯に働いてい
る家庭のベビーシッター派遣サービスの利用を促し、仕事と子育ての両立支援による離職の防止、就労の
継続、女性の活躍等を推進する 
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＜ベビーシッター利用者（女性）の分布図（年収）＞ 

資料：公益社団法人全国保育サービス協会「平成27年度家庭保育利用者実態調査票」より作成 
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＜ベビーシッター利用者の分布図（１回あたりの平均利用時間）＞ 

企業主導型ベビーシッター利用者支援事業（仕事・子育て両立支援事業費補助金） 
【平成２８年度内閣府年金特別会計予算案：３．８億円】 

新 
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① 病児保育施設整備（子ども・子育て支援整備交付金）   
 
（事業内容） 
  病児保育事業を実施するために必要となる施設・設備整備等に係る費用を補助する。 
  医療機関、保育所等の改修費、単独設置施設の整備費等。 
   

子育て世帯のニーズが高い病児保育事業の普及を図るため、以下の事業を実施。 

 
② 病児保育センター（子ども・子育て支援交付金）    
 
（事業内容） 
  病児保育の拠点となる施設（※）に看護師等を配置し、保育所等において保育中に体調が悪くなった 
 体調不良児を送迎し、病児を保育するために必要となる看護師雇上費等を補助する。 
 （※ 病児対応型、病後児対応型、体調不良児対応型施設において実施） 

 
（病児・病後児への対応） （体調不良児への対応） 

保育所等 保護者勤務先 

   病児保育センター 
 ※病児対応型・病後児対応型・ 
  体調不良児対応型施設において実施 

自宅 保護者勤務先 

病児保育普及促進事業 

新 

拡 
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（出典）一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（職業安定局） 
※各年度において最も有効求人倍率の高かった数値を記載 

保育士の求人・求職の状況（全国） 

○ 保育士の有効求人倍率は、毎年１月頃がピークとなっており、平成２６年１２月～平成２７年２月では２倍を超え、年々高くなる
傾向。 

○ 平成２７年１１月には、保育士の有効求人倍率は２．０９倍となっており、今後も例年より高い水準となることが見込まれる。 

1.36 

1.51 

1.74 

2.18 2.09 

２（４）保育人材確保策について 
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保育士の求人・求職の状況（東京都） 

（出典）一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（職業安定局） 
※各年度において最も有効求人倍率の高かった数値を記載 

○ 東京都は、全国で最も保育士の有効求人倍率が高く、平成２６年１２月～平成２７年１月、平成２７年８～１１月は５倍 
 を超える状況。 
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平成２６年及び平成２７年における各都道府県別有効求人倍率等の比較（各年１１月時点） 
平成２６年１１月時点 平成２７年１１月時点 

出典：職業安定業務統計 

新規求職申込件数 有効求職者数 新規求人数 有効求人数 有効求人倍率

全国 4,348 18,971 13,966 39,695 2.09
北海道 223 998 435 1,326 1.33
青森 47 220 147 454 2.06
岩手 71 231 204 413 1.79
宮城 132 441 306 872 1.98
秋田 34 125 88 236 1.89
山形 52 191 126 305 1.60
福島 94 281 130 421 1.50
茨城 93 325 257 794 2.44
栃木 79 292 262 748 2.56
群馬 72 339 82 281 0.83
埼玉 212 940 699 2,524 2.69
千葉 131 681 538 1,491 2.19
東京 314 1,479 3,146 8,456 5.72
神奈川 194 1,023 1,093 3,072 3.00
新潟 105 353 257 593 1.68
富山 26 126 105 287 2.28
石川 27 147 69 240 1.63
福井 18 82 70 183 2.23
山梨 43 151 42 142 0.94
長野 77 303 145 358 1.18
岐阜 71 312 93 333 1.07
静岡 113 462 381 769 1.66
愛知 201 1,032 370 1,075 1.04
三重 36 191 113 289 1.51
滋賀 65 276 193 588 2.13
京都 83 455 227 699 1.54
大阪 268 1,373 892 2,726 1.99
兵庫 188 903 477 1,316 1.46
奈良 48 195 176 327 1.68
和歌山 25 125 104 407 3.26
鳥取 22 117 121 323 2.76
島根 29 120 106 202 1.68
岡山 88 325 199 493 1.52
広島 95 441 337 1,484 3.37
山口 67 276 103 266 0.96
徳島 27 115 80 231 2.01
香川 45 157 89 213 1.36
愛媛 51 204 130 331 1.62
高知 37 140 73 170 1.21
福岡 221 965 457 1,279 1.33
佐賀 56 195 93 217 1.11
長崎 61 256 124 389 1.52
熊本 115 379 219 536 1.41
大分 46 237 106 342 1.44
宮崎 53 234 147 445 1.90
鹿児島 104 454 189 521 1.15
沖縄 89 304 166 528 1.74

新規求職申込件数 有効求職者数 新規求人数 有効求人数 有効求人倍率

全国 3,989 19,257 11,672 32,238 1.67
北海道 205 968 425 1,176 1.21
青森 48 237 93 273 1.15
岩手 58 213 108 263 1.23
宮城 121 467 289 720 1.54
秋田 35 172 53 166 0.97
山形 51 194 67 232 1.20
福島 69 234 136 347 1.48
茨城 91 373 208 615 1.65
栃木 55 319 212 558 1.75
群馬 65 338 78 241 0.71
埼玉 164 952 471 1,932 2.03
千葉 143 712 287 941 1.32
東京 325 1,608 3,019 7,486 4.66
神奈川 197 1,041 1,024 2,220 2.13
新潟 99 362 211 557 1.54
富山 31 140 72 221 1.58
石川 36 139 97 302 2.17
福井 27 114 74 158 1.39
山梨 34 121 23 70 0.58
長野 60 303 92 282 0.93
岐阜 62 320 98 297 0.93
静岡 83 465 268 703 1.51
愛知 179 989 404 1,121 1.13
三重 33 203 112 288 1.42
滋賀 62 247 118 373 1.51
京都 93 476 194 525 1.10
大阪 282 1,354 931 2,558 1.89
兵庫 189 914 421 1,155 1.26
奈良 34 203 114 210 1.03
和歌山 27 128 83 175 1.37
鳥取 20 92 48 177 1.92
島根 23 112 56 167 1.49
岡山 86 331 108 352 1.06
広島 94 497 308 1,179 2.37
山口 57 242 63 178 0.74
徳島 22 119 79 210 1.76
香川 30 155 66 149 0.96
愛媛 44 233 78 216 0.93
高知 23 121 52 159 1.31
福岡 181 938 304 1,020 1.09
佐賀 43 190 48 130 0.68
長崎 55 284 79 253 0.89
熊本 85 414 127 420 1.01
大分 40 225 79 215 0.96
宮崎 56 233 122 315 1.35
鹿児島 104 465 129 465 1.00
沖縄 68 300 144 468 1.56
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